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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　任意の断面（少なくとも1 mm2中）に観察される黒鉛粒のうち、
円相当径5μm以上の黒鉛粒数をN(5-)(個/mm2)、円相当径が5μm以上20μm未満の黒鉛粒数
をN(5-20)(個/mm2)、及び円相当径が30μm以上の黒鉛粒数をN(30-)(個/mm2)とするとき、
N(5-)≧250、
N(5-20)/N(5-)≧0.6、及び
N(30-)/N(5-)≦0.2
を満たすことを特徴とする球状黒鉛鋳鉄。
【請求項２】
　請求項1に記載の球状黒鉛鋳鉄において、
円相当径が2μm以上5μm未満の黒鉛粒数をN(2-5)(個/mm2)とするとき、
N(2-5)≧100
を満たす球状黒鉛鋳鉄。
【請求項３】
　請求項1又は2に記載の球状黒鉛鋳鉄において、
N(5-20)/N(5-)≧0.65
を満たす球状黒鉛鋳鉄。
【請求項４】
　請求項1～3のいずれかに記載の球状黒鉛鋳鉄において、
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最大の黒鉛粒の円相当径をDmaxとするとき、
Dmax≧50.4μm
を満たす球状黒鉛鋳鉄。
【請求項５】
　請求項1～4のいずれかに記載の球状黒鉛鋳鉄において、
円相当径が5μm以上10μm未満の黒鉛粒数をN(5-10)(個/mm2)、円相当径が15μm以上20μm
未満の黒鉛粒数をN(15-20)(個/mm2)とするとき、
-0.15≦(N(5-10)-N(15-20))/N(5-10)≦0.25
を満たす球状黒鉛鋳鉄。
【請求項６】
　請求項1～5のいずれかに記載の球状黒鉛鋳鉄からなる鋳造物品。
【請求項７】
　前記鋳造物品は自動車用構造部品である請求項6に記載の鋳造物品。
 
【請求項８】
　以下の条件：
N(5-)≧250、
N(5-20)/N(5-)≧0.6、及び
N(30-)/N(5-)≦0.2
［ただし、N(5-)、N(5-20)及びN(30-)は、それぞれ任意の断面（少なくとも1 mm2中）に
観察される黒鉛粒のうち、円相当径が5μm以上の黒鉛粒数(個/mm2)、円相当径が5μm以上
20μm未満の黒鉛粒数(個/mm2)、及び円相当径が30μm以上の黒鉛粒数(個/mm2)である。］
を満たす球状黒鉛鋳鉄からなる鋳造物品を製造する方法であって、
　通気性鋳型に注湯された溶湯が共晶凝固を開始する前に、前記溶湯の表面を圧力1 kPa
～100 kPaでガスにより押圧し、前記鋳型内を前記ガスで通気させつつ前記溶湯を凝固さ
せることを特徴とする鋳造物品の製造方法。
【請求項９】
　請求項8に記載の鋳造物品の製造方法において、
前記圧力が10 kPa～50 kPaであることを特徴とする鋳造物品の製造方法。
【請求項１０】
　請求項8又は9に記載の鋳造物品の製造方法において、
前記溶湯が共晶凝固を開始してから共晶凝固を終了するまでの時間をdtE、前記溶湯が共
晶凝固を開始してから前記押圧を終了するまでの時間をdtpEとするとき、
0≦dtpE/dtE≦1
を満たすことを特徴とする鋳造物品の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は球状黒鉛鋳鉄、それからなる鋳造物品及び自動車用構造部品、並びに球状黒鉛
鋳鉄からなる鋳造物品の製造方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　球状黒鉛鋳鉄鋳物の機械的性質、特に靭性を向上させるために、晶出する球状黒鉛、特
に微細な球状黒鉛を増加させることが重要である。
【０００３】
　例えば、US 5,205,856は、粉末状のフェロシリコンと粉末状のマグネシウム珪化物とを
有するワイヤー接種剤で処理することにより、球状黒鉛の平均粒径が劇的に小さくなり、
黒鉛粒数が511個/mm2から1256個/mm2に増加した球状黒鉛鋳鉄を開示している（Fig.3を参
照）。この球状黒鉛鋳鉄は球状黒鉛の最大径が32.5μmであり、直径12.5μm以下の球状黒
鉛が90%以上を占めている。US 5,205,856に記載の発明は、ワイヤー接種剤中に含まれる
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マグネシウム珪化物を黒鉛の晶出核として作用させることを意図しているものと考えられ
るが、黒鉛の晶出核を増やすために溶湯量に対して過剰にフィードした場合などは、同時
にフィードされたフェロシリコンに由来する金属シリコンが凝固後の鋳造物品に残留し、
延性を著しく損ねてしまうおそれがある。
 
【０００４】
　Torjorn Skaland,"A new method for chill and shrinkage control in ladle treated
 ductile iron," Foundry Trade Journal,(英国),2004年,178巻(3620号),p.396-p.400は
、種々のレアアース(以下、REMともいう。)を含有する球状化剤で処理した球状黒鉛鋳鉄
鋳物からなる円板状製品の球状黒鉛についての研究を報告しており、マグネシウムフェロ
シリコン(45%FeSiに6%Mg, 1%Ca及び0.9%Alを含む)に0.5%La及び1.0%Laを含んだ球状化剤
（他のRE成分すなわちCe等を実質的に含まない）を用いて球状化処理することにより、黒
鉛粒数の増加、黒鉛粒の球状度の向上が見られ、さらに小粒径側に傾斜した非対称な粒径
分布となることを開示している。しかしながら、0.5%La及び1.0%Laを含む球状化剤を用い
た肉厚5 mmの鋳造品では、硬質のチル（共晶セメンタイト）が観察されたことが開示され
ており、肉厚5 mmの部位を含む自動車用構造部品に適用する場合には十分な延性が得られ
ないおそれがある。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、上記先行技術文献等の従来技術による球状黒鉛鋳鉄に対して、微細な黒鉛の
占める割合がさらに高い、機械的性質、特に靭性に優れた球状黒鉛鋳鉄、それからなる鋳
造物品及び自動車用構造部品、並びに球状黒鉛鋳鉄からなる鋳造物品の製造方法を提供す
ることを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記目的に鑑み鋭意研究の結果、本発明者は、特定の粒径分布を有する黒鉛粒を含む球
状黒鉛鋳鉄が、優れた機械的性質、特に優れた靭性を有することを見出し、本発明に想到
した。
 
【０００７】
　すなわち、本発明の球状黒鉛鋳鉄は、任意の断面（少なくとも1 mm2中）に観察される
黒鉛粒のうち、
円相当径5μm以上の黒鉛粒数をN(5-)(個/mm2)、円相当径が5μm以上20μm未満の黒鉛粒数
をN(5-20)(個/mm2)、及び円相当径が30μm以上の黒鉛粒数をN(30-)(個/mm2)とするとき、
N(5-)≧250、
N(5-20)/N(5-)≧0.6、及び
N(30-)/N(5-)≦0.2
を満たす球状黒鉛鋳鉄である。
【０００８】
　円相当径が2μm以上5μm未満の黒鉛粒数をN(2-5)(個/mm2)とするとき、
N(2-5)≧100
を満たすのが好ましい。
【０００９】
　本発明の球状黒鉛鋳鉄は、
N(5-20)/N(5-)≧0.65
を満たすのが好ましい。
【００１０】
　最大の黒鉛粒の円相当径をDmaxとするとき、
Dmax≧50.4μm
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を満たすのが好ましい。
【００１１】
　円相当径が5μm以上10μm未満の黒鉛粒数をN(5-10)(個/mm2)、円相当径が15μm以上20
μm未満の黒鉛粒数をN(15-20)(個/mm2)とするとき、
-0.15≦(N(5-10)-N(15-20))/N(5-10)≦0.25
を満たすのが好ましい。
【００１２】
　本発明の鋳造物品は、前記球状黒鉛鋳鉄からなる。
【００１３】
　前記鋳造物品は自動車用構造部品であるのが好ましい。
【００１４】
　本発明の方法は、以下の条件：
N(5-)≧250、
N(5-20)/N(5-)≧0.6、及び
N(30-)/N(5-)≦0.2
［ただし、N(5-)、N(5-20)及びN(30-)は、それぞれ任意の断面（少なくとも1 mm2中）に
観察される黒鉛粒のうち、円相当径が5μm以上の黒鉛粒数(個/mm2)、円相当径が5μm以上
20μm未満の黒鉛粒数(個/mm2)、及び円相当径が30μm以上の黒鉛粒数(個/mm2)である。］
を満たす球状黒鉛鋳鉄からなる鋳造物品を製造する方法であって、
　通気性鋳型に注湯された溶湯が共晶凝固を開始する前に、前記溶湯の表面を圧力1 kPa
～100 kPaでガスにより押圧し、前記鋳型内を前記ガスで通気させつつ前記溶湯を凝固さ
せることを特徴とする。
【００１５】
　前記圧力は10 kPa～50 kPaであるのが好ましい。
【００１６】
　前記溶湯が共晶凝固を開始してから共晶凝固を終了するまでの時間をdtE、前記溶湯が
共晶凝固を開始してから前記押圧を終了するまでの時間をdtpEとするとき、
0≦dtpE/dtE≦1
を満たすのが好ましい。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の球状黒鉛鋳鉄は、微細な黒鉛の割合が高く、特定の粒径分布を有する黒鉛粒を
含み、機械的性質、特に靭性に優れるので、球状黒鉛鋳鉄鋳物、特に自動車用構造部品に
好適である。また本発明の方法により、機械的性質、特に靭性に優れた球状黒鉛鋳鉄を得
ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の製造方法における共晶凝固温度付近の冷却曲線と押圧期間との関係を説
明するグラフである。
【図２（ａ）】実施例1で使用した鋳型を模式的に示す断面図である。
【図２（ｂ）】実施例1で行った鋳造方法を模式的に示す断面図である。
【図３】実施例1の球状黒鉛鋳鉄鋳物の模式断面図である。
【図４】実施例1の球状黒鉛鋳鉄鋳物のミクロ組織を観察した光学顕微鏡写真である。
【図５】実施例1の球状黒鉛鋳鉄鋳物断面に観察される球状黒鉛の粒径分布を示すグラフ
である。
【図６】実施例1の球状黒鉛鋳鉄鋳物断面に観察される球状黒鉛の粒径分布を示すグラフ
である。
【図７】実施例2の球状黒鉛鋳鉄鋳物断面に観察される球状黒鉛の粒径分布を示すグラフ
である。
【図８】実施例2の球状黒鉛鋳鉄鋳物断面に観察される球状黒鉛の粒径分布を示すグラフ
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である。
【図９】実施例1及び実施例2の共晶凝固温度付近の冷却曲線と押圧期間との関係を示すグ
ラフである。
【図１０】実施例3の鋳造物品(球状黒鉛鋳鉄)を示す模式図である。
【図１１】実施例3の球状黒鉛鋳鉄鋳物のミクロ組織を観察した光学顕微鏡写真である。
【図１２】実施例3の球状黒鉛鋳鉄鋳物断面に観察される球状黒鉛の粒径分布を示すグラ
フである。
【図１３】実施例3の球状黒鉛鋳鉄鋳物断面に観察される球状黒鉛の粒径分布を示すグラ
フである。
【図１４】比較例1の球状黒鉛鋳鉄鋳物のミクロ組織を観察した光学顕微鏡写真である。
【図１５】比較例1の球状黒鉛鋳鉄鋳物断面に観察される球状黒鉛の粒径分布を示すグラ
フである。
【図１６】比較例1の球状黒鉛鋳鉄鋳物断面に観察される球状黒鉛の粒径分布を示すグラ
フである。
【図１７】実施例4の鋳造物品(球状黒鉛鋳鉄)を示す模式図である。
【図１８】実施例4の球状黒鉛鋳鉄鋳物断面に観察される球状黒鉛の粒径分布を示すグラ
フである。
【図１９】実施例4の球状黒鉛鋳鉄鋳物断面に観察される球状黒鉛の粒径分布を示すグラ
フである。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
[1]球状黒鉛鋳鉄
　本発明の球状黒鉛鋳鉄の成分組成は、JIS G 5502に規定の球状黒鉛鋳鉄品(FCD)、JIS G
 5503に規定のオーステンパ球状黒鉛鋳鉄品、JIS G 5510に規定の球状黒鉛系のオーステ
ナイト鋳鉄品などを構成可能な成分組成であればよい。例えば、質量%で、2～4.5%のC、0
.8～6%のSi及び0.010～0.080%のMgを含み、残部がFe及び不可避的不純物元素からなる組
成、又は前記組成に、所望の性質を得るための元素、S、P、Mn、Cu、Cr、Ni、Mo、W等を
さらに適量含んだ組成が挙げられる。
【００２０】
　本発明の球状黒鉛鋳鉄は、以下のように規定する粒径分布を有する球状黒鉛（黒鉛粒）
を有する。すなわち、黒鉛粒の粒径分布は、切断した任意の断面、少なくとも1 mm2中に
観察される黒鉛粒のうち、円相当径5μm以上の黒鉛粒数をN(5-)(個/mm2)、円相当径が5μ
m以上20μm未満の黒鉛粒数をN(5-20)(個/mm2)、及び円相当径が30μm以上の黒鉛粒数をN(
30-)(個/mm2)とするとき、N(5-)≧250、N(5-20)/N(5-)≧0.6、及びN(30-)/N(5-)≦0.2を
満たす。
【００２１】
　すなわち、本発明の球状黒鉛鋳鉄は、円相当径5μm以上の黒鉛粒が比較的多く存在（25
0個/mm2以上）し、比較的細かい黒鉛粒（円相当径が20μm以下の黒鉛粒）の割合が高く、
比較的大きな黒鉛粒（円相当径が30μm以上の黒鉛粒）の割合が低い球状黒鉛鋳鉄である
。このような構成により、機械的性質、特に靭性に優れた球状黒鉛鋳鉄とすることができ
る。特に鋳放しで肉厚40 mm以上となる厚肉の鋳造物品においてこの構成とすることによ
って、さらに靭性の向上を図ることが可能となる。
【００２２】
　円相当径5μm以上の黒鉛粒数N(5-)は、好ましくは300(個/mm2)以上である。円相当径5
μm以上の黒鉛粒数に対する円相当径が5μm以上20μm未満の黒鉛粒数の割合N(5-20)/N(5-
)は、好ましくは0.65以上、より好ましくは0.70(70%)以上、最もより好ましくは0.75(75%
)以上である。円相当径5μm以上の黒鉛粒数に対する円相当径が30μm以上の黒鉛粒数の割
合N(30-)/N(5-)の値は好ましくは0.15(15%)以下、より好ましくは0.10(10%)以下である。
【００２３】
　本発明の球状黒鉛鋳鉄は、円相当径が2μm以上5μm未満の黒鉛粒数をN(2-5)(個/mm2)と
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するとき、N(2-5)≧100を満たすのが好ましい。このような極微細な黒鉛を多数有する構
成は、靭性の向上にさらに寄与するので好ましい。N(2-5)は、より好ましくはN(2-5)≧15
0、最も好ましくはN(2-5)≧200である。
【００２４】
　本発明の球状黒鉛鋳鉄は、切断した任意の断面（少なくとも1 mm2中）に観察される黒
鉛粒のうち、最大の黒鉛粒の円相当径をDmaxとするとき、Dmax≧50.4μmを満たすのが好
ましい。最大の黒鉛粒の円相当径Dmaxが50.4μm以上となるような、例えば遅い冷却速度
で凝固した球状黒鉛鋳鉄であっても、黒鉛粒が多く存在（250個/mm2以上）し、比較的細
かい黒鉛粒（円相当径が20μm以下の黒鉛粒）の割合が高く、大きな黒鉛粒（円相当径が3
0μm以上の黒鉛粒）の割合が低い構成により、機械的性質、特に靭性に優れた球状黒鉛鋳
鉄とすることができる。
【００２５】
　本発明の球状黒鉛鋳鉄は、円相当径が5μm以上10μm未満の黒鉛粒数をN(5-10)(個/mm2)
、円相当径が15μm以上20μm未満の黒鉛粒数をN(15-20)(個/mm2)とするとき、-0.15≦(N(
5-10)-N(15-20))/N(5-10)≦0.25を満たすのが好ましい。すなわち、本発明の球状黒鉛鋳
鉄の他の好ましい特徴は、切断した断面において、円相当径が5μm以上10μm未満の黒鉛
粒数N(5-10)と円相当径が15μm以上20μm未満の黒鉛粒数N(15-20)との差と、円相当径が5
μm以上10μm未満の黒鉛粒数N(5-10)との商が、-0.15以上、0.25以下である。つまり、円
相当径5μm以上20μm未満の黒鉛をさらに5μm毎の範囲で区分したとき、粒径が小さい範
囲(5μm以上、10μm未満)の黒鉛粒数と、粒径が大きい範囲(15μm以上、20μm未満)の黒
鉛粒数との差が小さいことを意味する。特に鋳放しで肉厚50 mm以上となる厚肉の鋳造物
品においてこの構成とすることによって、さらに靭性の向上を図ることが可能となる。
【００２６】
　本発明の球状黒鉛鋳鉄は、円相当径が5μm以上の黒鉛粒について、円相当径の昇順に黒
鉛粒数を積算したときに、累積黒鉛粒数が円相当径5μm以上の黒鉛粒数の60%となる黒鉛
粒の円相当径（60%粒子径）をd60(μm)とするとき、d60≦20μmを満たすのが好ましい。
さらに、前記累積黒鉛粒数が円相当径5μm以上の黒鉛粒数の70%、80%及び90%となる黒鉛
粒の円相当径をそれぞれをd70(μm)、d80(μm)及びd90(μm)とするとき、d70≦20μm、d8
0≦30μm及びd90≦35μmを満たすのが好ましい。ここでd60≦20μm及びd80≦30μmで表さ
れる条件は、それぞれ前述のN(5-20)/N(5-)≧0.6及びN(30-)/N(5-)≦0.2で表される条件
と実質的に同じである。
 
【００２７】
[2]製造方法
　本発明の球状黒鉛鋳鉄は以下の方法によって製造することができる。本発明の製造方法
の一例を、以下に工程毎に説明する。
【００２８】
(球状黒鉛鋳鉄溶湯)
　球状黒鉛鋳鉄溶湯(以下、溶湯という。)は公知の製造方法で作製できる。すなわち所望
の成分組成となるように、原材料として鋼屑や戻り屑、各種副資材を配合して溶製した溶
融鉄合金(以下、元湯という。)に、Mg等を含む球状化剤、例えばFe-Si-Mg系合金を所定量
添加して作製する。球状化剤としては、特にREM及び必要に応じてその他の微量元素を適
量含んだものも使用できる。球状化処理は一般に広く行われているサンドイッチ法、球状
化剤を収容したコアードワイヤーを元湯が収容された取鍋内に供給する方法などを用いる
ことができる。
【００２９】
(接種)
　黒鉛粒数を増やす効果があるので、溶湯を鋳型に鋳込む際には接種を併せて行うのが好
ましい。接種剤としては一般に使用されているFe-Si系合金を用いることができる。接種
方法は、(a)サンドイッチ法による球状化処理と同時に注湯取鍋内で行う取鍋内接種(以下
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、一次接種ともいう。)、(b)注湯時に溶湯の流線に接種剤を溶け込ませるように添加する
注湯流接種、(c)鋳型のキャビティ内に予め接種剤を装入して行う鋳型内接種などの公知
の方法を用いることができる。ここで(b)及び(c)の接種方法は、一次接種の後に行う接種
であり、二次接種ということがある。
【００３０】
(鋳造物品の製造方法)
　本発明の球状黒鉛鋳鉄からなる鋳造物品は、重力鋳造など公知の方法を用いて製造して
もよいが、通気性鋳型(以下、鋳型ともいう。)に注湯された溶湯が共晶凝固を開始する前
に、溶湯の表面をガスで押圧し、前記鋳型内を前記ガスで通気させつつ前記溶湯を凝固さ
せる方法(以下、送気加圧法ともいう。)を併せて行うのが好ましい。送気加圧法を採用す
ることにより、粗大な黒鉛の粒数の割合が抑制され、微細な黒鉛の粒数の割合が高い球状
黒鉛鋳鉄を容易に得ることができる。以下、本発明の好ましい製造方法の一つである送気
加圧法について詳細に述べる。
【００３１】
　鋳型としては、生砂型、シェル型、自硬性型又はその他の砂粒子を用いて造型された、
一般に広く使用されている通気性鋳型を用いることができる。必要な通気性が確保されれ
ばセラミックス粒子、金属粒子等を用いて造型された鋳型も適用できる。さらに、金型の
ように全く通気性のない材料を用いた鋳型であっても、ベントホール等の通気孔を設けて
通気性をもたせた場合には通気性鋳型として使用可能である。また石膏などのほとんど通
気性のない鋳型でも、通気性材料を混在させる、又は部分的に通気性材料を用いて十分な
通気性をもたせることによって通気性鋳型として使用可能である。
【００３２】
　送気するガスはコスト面からは空気を使用してもよく、溶湯の酸化防止という面からは
非酸化性ガス、例えば、アルゴン、窒素、二酸化炭素を使用してもよい。ガスによる溶湯
への押圧は、湯口より鋳型内にガスを供給して行うことができる。
【００３３】
　溶湯をガスで押圧することにより、球状化処理によって溶湯内に過飽和に溶解したMgの
溶湯外への放出が抑制されるので、MgS、MgOなどの黒鉛の晶出核に与るMg化合物の増加を
図ることができる。特にこの方法の優れた点は、ガスで押圧しない場合に比べて、粗大な
黒鉛の割合を抑制し微細な黒鉛の割合を増やすことが容易となることである。ガスによる
押圧の圧力(以下、押圧力ともいう。)は 1kPa～100 kPaであるのが好ましい。1 kPa未満
であると黒鉛粒数を増加させる効果が得られにくい。また、100 kPaを超えると鋳型が壊
れて溶湯が周囲に飛散しやすくなるなど、作業安全上好ましくない。より好ましい押圧力
の範囲は10 kPa～50 kPa、さらに好ましくは20 kPa～40 kPaである。
【００３４】
　次に、押圧の開始から終了までの期間(以下、押圧期間ともいう。)と、得ようとする鋳
造物品内部の共晶凝固の期間との関係を、図を参照しつつ説明する。図1は共晶凝固温度
付近の冷却曲線と押圧期間との関係を説明するグラフである。図1において、曲線Cは得よ
うとする鋳造物品の内部の温度Tと時刻tとの関係を示す冷却曲線である。温度Tが時刻tに
対してほぼ一定に推移する共晶凝固開始時刻tEsから共晶凝固終了時刻tEfまでが共晶凝固
期間であり、その時間(以下、共晶凝固時間ともいう。)はdtE(＝tEf-tEs)である。押圧開
始時刻tp0から押圧終了時刻tpfまでを押圧期間とし、その時間(以下、押圧時間ともいう
。)はdtp(＝tpf-tp0)である。
 
【００３５】
　押圧開始の時期は、鋳型に注湯された溶湯の押圧ガスに接触する表面(以下、溶湯面と
もいう。)の溶湯の温度が共晶凝固温度TE以上である期間であればよい。なお、一般に溶
湯面の溶湯温度は、得ようとする鋳造物品内部の溶湯温度以下であり、共晶凝固温度より
も高い温度である方が溶湯の流動性が良好であるので、注湯完了後のできるだけ早い時期
に溶湯面への押圧を開始するのが好ましい。つまり、図1においてtp0≦tEsであればよく
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、好ましくはtp0＜tEsである。また、共晶凝固開始時刻tEs以前の押圧期間の時間をdtpM(
＝tEs-tp0)としたとき、dtpMの値はできるだけ大きい方が好ましい。
【００３６】
　一方、押圧を終了する時期は、得ようとする鋳造物品の共晶凝固の開始以後であればよ
く、得ようとする鋳造物品全体の共晶凝固が完了するまで押圧を継続する必要はない。つ
まり、図1において、共晶凝固開始時刻tEs以後の押圧期間 (以下、共晶凝固開始後の押圧
時間ともいう。)をdtpE(＝tpf-tEs)としたとき、0≦dtpE(すなわち、tEs≦tpf)であれば
よい。これを共晶凝固時間dtEに対する共晶凝固開始後の押圧時間dtpEの割合として示す
と、その値は0以上、すなわち、0≦dtpE/dtEであればよい。好ましくは0≦dtpE/dtE≦1(
つまり、tpf≦tEf)である。さらに好ましくは0≦dtpE/dtE≦1/2、最も好ましくは0≦dtpE
/dtE≦1/4である。このように、得ようとする鋳造物品全体の共晶凝固完了以前の早い時
期に押圧を終了させることにより、量産における鋳造ラインにおいて後続の鋳型に送気加
圧法を適用するタクトを短縮できるので好ましい。なお、以上で説明した関係において、
押圧時間dtp(＝tpf-tp0)は0よりも大きい値であるので、tp0＝tEs＝tpfである場合は除く
。
 
【００３７】
　共晶凝固の温度、並びに共晶凝固の開始及び終了の時期の計測は、鋳型内の所定の位置
に熱電対を配し、鋳造実験等によって実測して求めてもよいし、コンピュータによる凝固
解析によって求めてもよい。同じ製品の量産においては、鋳造条件はほとんど同じである
とみなせるので、共晶凝固に関係するこれらの値を都度計測する必要はない。
【００３８】
　押圧期間においては、送気ガスは通気性鋳型の内部を通過して鋳型外へと順次排出され
ていくので、鋳型の冷却が促進される。このことにより、送気ガスが直接接触する溶湯表
面(溶湯面)だけでなく、鋳型と接触している溶湯部分の凝固も促進されるので、溶湯の外
縁から内部に向かって凝固殻が早期に形成されやすい。そして、引き続いて進行する溶湯
内部の凝固の際に、球状黒鉛の晶出による膨張の圧力は、既に形成された凝固殻によって
外側には向かわず内側に向かうため、冷却に伴う溶湯の収縮を相殺して引け巣の発生が抑
制される。この効果により、機械的性質、特に衝撃値の高い鋳造物品がより得やすくなる
。
【００３９】
　押圧期間における押圧力のパターンは任意でよいが、押圧力が押圧開始から単調に増加
するようにガスを送気すると、溶湯中のMgの溶湯外への放出抑制及び鋳型冷却の効果がよ
り得られやすくなるので好ましい。
【００４０】
　本発明の製造方法により、任意の断面（少なくとも1 mm2中）に観察される黒鉛粒のう
ち、円相当径5μm以上の黒鉛粒数をN(5-)(個/mm2)、円相当径が5μm以上20μm未満の黒鉛
粒数をN(5-20)(個/mm2)、及び円相当径が30μm以上の黒鉛粒数をN(30-)(個/mm2)とすると
き、N(5-)≧250、N(5-20)/N(5-)≧0.6、及びN(30-)/N(5-)≦0.2を満たす球状黒鉛鋳鉄を
得ることができる。
【００４１】
　また本発明の製造方法により、最大の黒鉛粒の円相当径をDmax、円相当径が5μm以上の
黒鉛粒について、円相当径の昇順に黒鉛粒数を積算したときに累積黒鉛粒数が円相当径5
μm以上の黒鉛粒数の60%となる黒鉛粒の円相当径をd60(μm)とするとき、50.4μm＞Dmax
≧15.9μm及びd60≦10.0μmを満たす球状黒鉛鋳鉄を得ることができる。
【００４２】
　本発明を以下の実施例によりさらに詳細に説明するが、本発明はこれらに限定されるも
のではない。
【００４３】
［実施例1］
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　本発明の好ましい実施形態として重力鋳造法に送気加圧法を併用して製造した一例を、
図表を参照しつつ説明する。なお、本発明はこの形態に限定されるものではない。
【００４４】
(溶湯)
　原材料として、球状黒鉛鋳鉄の戻り屑、鋼屑、黒鉛粉、フェロシリコン、フェロマンガ
ン、リン鉄、純銅及び硫化鉄を所定の配合比で高周波誘導溶解炉に装入して溶解し100 kg
の元湯を得た。次いで、底部にポケットを有する注湯取鍋を予熱後、元湯に対し1.05質量
%の球状化剤[REMを含有するFe-Si-Mg系合金(東洋電化工業(株)製TDCR-5)]を注湯取鍋のポ
ケットに装入し、その上方に元湯に対して0.1質量%の一次接種剤[Fe-Si系合金(東洋電化
工業(株)製 キャスロン75H)]を装入し、さらにその上方に1300 gの打抜き鋼屑をカバー材
として装入し、高周波誘導溶解炉から元湯を1510℃で注湯取鍋内に出湯し、サンドイッチ
法による球状化処理と一次接種とを同時に行った。次いで、鋳型に鋳込むために用いる注
湯柄杓にも、前記柄杓に収容する溶湯に対してSi当量で0.20質量%の二次接種剤[粉末状Fe
-Si系合金の接種剤(東洋電化(株)製ストリーム)]を加える二次接種を行った。実施例1の
溶湯の成分組成を表1に示す。
【００４５】
【表１】

(注)他の不純物元素を含む
【００４６】
(鋳型)
　図2(a)は実施例1で使用した鋳型を示し、図2(b)は実施例1の鋳造方法を示す。鋳型1は
、湯口部3、湯道部4、押湯部5及び製品部6から構成されたキャビティ2を有し、けい砂を
骨材とした通気性鋳型であるCO2硬化アルカリフェノール鋳型を用いた。
【００４７】
(鋳造)
　鋳造は、鋳型1の外部を常温及び常圧とした大気雰囲気中において重力注湯する重力鋳
造法に、さらに送気加圧法を実施する方法を用いた。すなわち、図2(a)に示すように、前
述の溶湯Mを収容した注湯柄杓7から、製品部6と押湯部5とを満たす体積の溶湯Mをキャビ
ティ2に1365℃で重力注湯し、次いで図2(b)に示すように、不図示の送気装置から発生さ
せるガスG(実施例1では空気、以下に示す実施例についても同様である。)を吐出するガス
吐出部8を湯口部3に嵌め合せた後、ガスGを送気してキャビティ2内の溶湯面Sを押圧した
。押圧力は25 kPaであり、送気開始から25 kPaに到達するまでの時間は2 s、押圧時間は1
20 sであった。溶湯Mの凝固後、図3に示すような、押湯105部分と製品106部分とが連結し
た状態の球状黒鉛鋳鉄鋳物100を鋳型1より取り出した。図3は、球状黒鉛鋳鉄鋳物100を示
す模式断面図であり、概略寸法が記載されている。なお、押圧力はガス吐出部8のガス流
路内に配置した不図示の圧力センサーを用いて計測した。
 
【００４８】
(ミクロ組織)
　鋳放し状態における実施例1の球状黒鉛鋳鉄鋳物100の断面を腐食させ、そのミクロ組織
を光学顕微鏡で観察した。観察部位は図3におけるAで示す部位の近傍であり、この部位を
通り底面に平行な断面の直径は53.3 mmと算出できるので観察部位の肉厚は53.3 mmである
。腐食させた観察部位の光学顕微鏡写真を図4に示す。基地10はフェライト10aとパーライ
ト10bから構成されていた。球状黒鉛11は、フェライト10aで囲繞された、いわゆるブルス
アイ組織を構成する球状黒鉛11aと、ブルスアイでない、つまりその周囲がほぼパーライ
トのみである球状黒鉛11bとを含んでいた。このようなブルスアイでない球状黒鉛11bはそ
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【００４９】
(円相当径及び粒数の測定方法)
　球状黒鉛鋳鉄に含まれる球状黒鉛（黒鉛粒とも言う）の定量測定は、球状黒鉛鋳鉄の断
面の組織を光学顕微鏡で観察することによって行った。図3のAで示す部位の近傍を切断す
ることによって得られた任意の断面を光学顕微鏡で100倍の倍率で観察し、合計で1.0 mm2

以上の面積となるよう複数の視野の写真を撮影した。実際の測定は、1視野あたり0.37 mm
2に相当する画像を5視野分観察して行った（合計面積：0.37 mm2×5=1.85 mm2）。円相当
径及び粒数の測定を行うための光学顕微鏡の観察は、基地と黒鉛粒とが明確に識別できる
ように、観察面を腐食させずに行った。
【００５０】
　得られた写真データを画像処理し、球状黒鉛の数と各球状黒鉛の円相当径を求めた。得
られた結果から、1 mm2あたりの黒鉛粒数(以下、粒数ともいう。)(個/mm2)を算出し、表2
に示すような円相当径範囲ごとの度数分布を求めた。なお前記円相当径範囲は、2μm未満
、2μm以上5μm未満、5μm以上10μm未満、・・・、45μm以上50μm未満（5～50μmの間
については5μmごと）及び50μm以上である。実施例1では、画像解析装置(旭化成エンジ
ニアリング社製、商品名「A像くん」)を用いて測定した(以下に示す他の実施例及び比較
例についても同様である。)。
【００５１】
　実施例1の球状黒鉛鋳鉄に含まれる球状黒鉛の粒数N、5μm以上度数F、5μm以上累積度
数Cfa、及び逆累積度数Cfbを円相当径の範囲ごとに表2に示す。図5は表2を図示したグラ
フである。ここで、表2及び図5等に記載したように、本発明においては、円相当径の範囲
を示す表記は、「x-」はx(μm)以上、「-y」はy(μm)未満、「x-y」はx(μm)以上y(μm)
未満を意味する。また、N(x-)は円相当径がx(μm)以上の粒数(個/mm2)、N(-y)は円相当径
がy(μm)未満の粒数(個/mm2)、N(x-y)は円相当径がx(μm)以上y(μm)未満の粒数(個/mm2)
を意味する。そして、円相当径が5μm以上の各円相当径範囲の粒数N(x-y)が円相当径5μm
以上の粒数N(5-)に占める割合、すなわちN(x-y)/N(5-)を5μm以上度数FとしてF(x-y)(%)
と表記する。また、円相当径5μm以上10μm未満の度数F(5-10)から円相当径50μm以上の
度数F(50-)まで昇順に加算したときの各円相当径の範囲における累積度数を5μm以上累積
度数Cfaとして、昇順にCfa(5-10)(%)、Cfa(5-15)(%)、Cfa(5-20)(%)、・・・、Cfa(5-60)
(%)、Cfa(5-)(%)のように表記する。また、円相当径50μm以上の度数F(50-)から降順に加
算していくときの各円相当径の範囲における累積度数を逆累積度数CfbとしてCfb(60-)(%)
、Cfb(55-)(%)、Cfb(50-)(%)、・・・、Cfb(10-)(%)、Cfb(5-)(%)のように表記する。
 
【００５２】
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【表２】

【００５３】
　表2に示す粒径分布から、実施例1の球状黒鉛鋳鉄に含まれる球状黒鉛について、円相当
径が5μm以上の黒鉛粒数N(5-)(個/mm2)、円相当径が5μm以上20μm未満の黒鉛粒数N(5-20
)(個/mm2)、及び円相当径が30μm以上の黒鉛粒数N(30-)(個/mm2)を求め、これらの値から
、円相当径5μm以上20μm未満の粒数N(5-20)が円相当径5μm以上の粒数N(5-)に占める割
合：N(5-20)/N(5-)、円相当径30μm以上の粒数N(30-)が、円相当径5μm以上の粒数N(5-)
に占める割合：N(30-)/N(5-)、及び円相当径が5μm以上10μm未満の黒鉛粒数と円相当径
が15μm以上20μm未満の黒鉛粒数との差と、円相当径が5μm以上10μm未満の黒鉛粒数と
の商：(N(5-10)-N(15-20))/N(5-10)を求めた。ここで、N(5-20)/N(5-)の値は円相当径5μ
m以上20μm未満までの累積度数：Cfa(5-20)に相当し、N(30-)/N(5-)の値は円相当径30μm
以上までの逆累積度数：Cfb(30-)に相当する。結果を表4に示す。
【００５４】
　さらに、実施例1の球状黒鉛鋳鉄に含まれる球状黒鉛のうち、円相当径が5μm以上の黒
鉛粒について、円相当径の昇順に黒鉛粒数(個/mm2)を積算して円相当径5μmから特定の円
相当径(μm)までの累積黒鉛粒数(以下、単に累積粒数又はNcともいう。単位は個/mm2)を
求め、円相当径(μm)と累積黒鉛粒数(個/mm2)との関係を示す曲線を得た。さらに、累積
黒鉛粒数の最大値（円相当径が5μm以上の黒鉛粒数N(5-)）を100%として各円相当径に対
応する累積度数Cfaを求め、円相当径(μm)と累積度数(%)との関係を求めた。累積度数がn
%における円相当径をdn(以下、n%粒子径ともいう。)で表す。例えば、60%粒子径(d60)は
、累積黒鉛粒数が円相当径5μm以上の黒鉛粒数の60％となる黒鉛粒の円相当径である。
【００５５】
　ここで、「d0」は観察された円相当径5μm以上の黒鉛粒のうちの最小のものに相当する
円相当径として表記する(以下の実施例及び比較例についても同じである。)。また、「d1
00」は最大の黒鉛粒の円相当径Dmaxである。
【００５６】
　結果を表3及び図6に示す。図6は表3の円相当径の値に対して、累積粒数Nc及び5μm以上
累積度数Cfaをプロットしたグラフである。横軸の円相当径は常用対数スケールで表した(
以下の実施例及び比較例についても同様である。)。図6において、例えば円相当径D＝20
μmにおけるCfaは、表2及び図5で示したCfa(15-20)に実質的に同じである。表3から、実
施例1の球状黒鉛鋳鉄に含まれる球状黒鉛のDmax(d100)を表4に抜き出して示した。
【００５７】
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【表３】

【００５８】

【表４】

【００５９】
　図6中の破線は、座標点(D,Cfa)＝(5,0)及び(20,60)を通る直線、すなわち(式1)：
Cfa＝a・log10D＋b [ただし、a＝0.997、b＝-0.697]で表される線である。(式1)で表され
る破線とCfa＝100%との交点の円相当径Dの値は50.4μmである。(式1)で表される破線と、
実施例1のCfaの曲線とを比較すると、実施例1は、Cfaが20%、すなわち円相当径d20程度ま
では(式1)にほぼ一致し、Cfaが20～50%、すなわち円相当径d20～d50の範囲は(式1)よりも
n%粒子径が大きく、Cfaが50%～98%の範囲では(式1)よりもn%粒子径が小さく、Cfaが99%以
上で(式1)よりもn%粒子径が大きかった。ここで、球状黒鉛の粒径分布が(式1)で示す直線
に従う、つまり累積度数Cfaが円相当径Dの対数に比例する関係となる場合は、球状黒鉛の
成長が拡散現象（拡散律速）であることを意味すると考えられる。
 
【００６０】
　しかし一方、実施例1ではDmax(＝d100)は73.2μmであり、(式1)におけるCfa＝100のと
きの円相当径Dの値：50.4μmよりも大きい値であった。このことは、d100の黒鉛粒は(式1
)で示される物理状態で黒鉛が拡散して成長したものではないことを示している。例えば
、黒鉛の拡散がより速い状態、例えば凝固が緩やかな状態において成長したものと考えら
れる。
【００６１】
(引張試験)
　図3の領域BからJIS Z 2241の14A号試験片を切り出し採取し、JIS Z 2241に従って、引
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張試験機(島津製作所製AG-IS250kN)を用いて鋳放し状態における製品106の常温での引張
強さ、0.2％耐力及び破断伸びを測定した。試験結果を表8に示す。
【００６２】
(シャルピー衝撃試験)
　図3の領域Bから長さ55 mm×高さ10 mm×幅10 mmのシャルピー衝撃試験用の平滑ノッチ
なし試験片を採取し、衝撃試験機(前川試験機製製作所製シャルピー式300CR)を用いて、J
IS Z 2242に従って、鋳放し状態における製品106のシャルピー衝撃値を測定した。試験温
度は-30℃とした。試験結果を表8に示す。
【００６３】
[実施例2]
　上述の実施例1に対し、送気加圧法を併用せずに重力鋳造法のみで作製した実施例2の結
果を以下に示す。実施例2は送気加圧法を用いなかった以外は上記実施例1と同様の製造条
件で製造したものであり、表1に示すとおり、溶湯の成分組成は実施例1と同じである。ミ
クロ組織の観察方法、黒鉛粒数及び粒径の測定方法、引張試験及びシャルピー衝撃試験の
方法も実施例1と同様である。
【００６４】
　実施例2の球状黒鉛鋳鉄の球状黒鉛について、粒数N、5μm以上度数F、5μm以上累積度
数Cfa、及び逆累積度数Cfbを測定した結果を表5に示す。図7は表5を図示したグラフであ
る。
 
【００６５】

【表５】

【００６６】
　実施例1と同様に、表5に示す粒径分布から、実施例2の球状黒鉛鋳鉄に含まれる球状黒
鉛ついて、N(5-20)/N(5-)、N(30-)/N(5-)及び(N(5-10)-N(15-20))/N(5-10)を求めた。結
果を表7に示す。
【００６７】
　さらに、実施例1と同様に、実施例2の円相当径Dと累積粒数Ncの関係、及び円相当径Dと
累積度数Cfaとの関係を求めた。結果を表6及び図8に示す。表6から、実施例2の球状黒鉛
鋳鉄に含まれる球状黒鉛のDmax(d100)を表7に抜き出して示した。
【００６８】
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【表６】

【００６９】

【表７】

【００７０】
　図8中に示した(式1)で表される破線と、実施例2のCfaの曲線とを比較すると、実施例2
は、Cfaが10%、すなわち円相当径d10程度までは(式1)にほぼ一致し、Cfaが10～60%、すな
わち円相当径d10～d60の範囲は(式1)よりもn%粒子径が大きく、Cfaが60%～98%の範囲では
(式1)よりn%粒子径が小さく、Cfaが99%以上で(式1)よりもn%粒子径が大きかった。
 
【００７１】
(引張試験、シャルピー衝撃試験)
　表8に実施例2の鋳放し状態における引張試験（引張強さ、0.2％耐力及び破断伸び）及
びシャルピー衝撃試験の結果を示す。
【００７２】
【表８】

【００７３】
(引け巣の比較)
　ミクロ組織観察において実施例1と実施例2の引け巣の発生程度を比較したところ、実施
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例1では引け巣はほとんど観察されなかったが、実施例2では若干数の引け巣(ミクロポロ
シティ)が観察された。
【００７４】
(共晶凝固時間)
　図9は図2の部位A近傍の位置で測定した実施例1と実施例2の共晶凝固温度付近の冷却曲
線と押圧期間との関係を示すグラフである。実施例1の冷却曲線C1を実線で示し、実施例2
の冷却曲線C2を破線で示す。いずれも、時刻tに対して温度Tが1140℃～1160℃の範囲でほ
ぼ一定に推移している領域が共晶凝固の区間である。図9では、共晶凝固時間の比較のた
めに、冷却曲線C1及び冷却曲線C2の共晶凝固が開始した時刻tEsをt＝65 sの時点に揃え、
重ねて描画したものである。実施例1及び実施例2の共晶凝固終了の時刻は、いずれも温度
T＝1135℃に低下した時点とし、それぞれt1Ef及びt2Efとすると、t1Ef＝415 s及びt2Ef＝
395 sであった。これより、実施例1の共晶凝固時間dt1Eは、dt1E＝t1Ef-tEs＝415 s-65 s
＝350 sであり、実施例2の共晶凝固時間dt2Eは、dt2E＝t2Ef-tEs＝395 s-65 s＝330 sで
あった。すなわち、実施例1の方が、実施例2よりも共晶凝固時間が20 s長かった。この理
由は、送気加圧法を併用した実施例1では、ガス(実施例1では空気)による押圧によって溶
湯中のMgの飽和度が増大し、Mgの溶湯外への放出が抑制されたことによって、MgO、MgSな
どの球状黒鉛の晶出核がより多く形成されたことによるものと考えられる。
【００７５】
(共晶凝固期間と送気加圧終了時期との関係)
　実施例1の押圧時間dtpは、図9に示したように120 sであった。押圧開始時刻tp0はt＝5 
sの時点であり、押圧完了時刻tpfはt＝125 sの時点であった。共晶凝固開始時刻tEs＝65 
sを基準とした場合の、共晶凝固開始後の押圧時間dtpEは、dtpE＝tpf-tEs＝60 sであった
。したがって、実施例1の共晶凝固時間dt1Eに対する共晶凝固開始後押圧時間dtpEの割合
は、dtpE/dt1E＝0.171、すなわち1/5.8であった。
【００７６】
［実施例3］
　本発明の好ましい実施形態として重力鋳造法に送気加圧法を併用して製造した他の一例
を、図表を参照しつつ説明する。
【００７７】
(溶湯)
　実施例1と同様にして、原材料を低周波誘導溶解炉で溶解して12000 kgの元湯を得た。
次いで、実施例1と同様にして、注湯取鍋の底部のポケットに、元湯に対し1.1質量%の球
状化剤、元湯に対して0.2質量%の一次接種剤、及び11 kgの打抜き鋼屑を順に装入し、得
られた元湯1800 kgを1520℃で前記注湯取鍋内に出湯し、サンドイッチ法による球状化処
理と一次接種とを同時に行った。球状化剤及び一次接種剤は実施例1で使用したものと同
じものを使用した。次いで鋳型の湯口に向けて鋳込む際に、目標注湯重量に対してSi当量
で0.1質量%の二次接種剤[粉末状Fe-Si系合金の接種剤(東洋電化(株)製ストリーム)]を加
える二次接種を行った。実施例3の溶湯の成分組成を表9に示す。
【００７８】
【表９】

(注)他の不純物元素を含む
【００７９】
(鋳型)
　鋳型として、図10に示す自動車用構造部品(サポートビーム)をキャビティとして有する
、通気性鋳型である生砂型を使用した。
【００８０】
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(鋳造)
　鋳造は、実施例1と同様に、重力注湯する重力鋳造法に、さらに送気加圧法を実施する
方法を用いた。重力注湯は1400℃で行い、キャビティ内の溶湯面を押圧する押圧力は35 k
Paであった。押圧開始時刻tp0＝10 s、押圧完了時刻tpf＝190 sであったので、押圧時間d
tpは180 sであった。また、共晶凝固開始時刻tEs＝35 s、共晶凝固終了時刻tEf＝350 sで
あったので共晶凝固時間dtE＝315 sであり、共晶凝固開始後の押圧時間dtpE(＝tpf-tEs)
＝155 sであった。したがって、実施例3の共晶凝固時間dtEに対する共晶凝固開始後の押
圧時間dtpEの割合は、dtpE/dtE＝0.492、すなわち1/2.0であった。
 
【００８１】
(ミクロ組織)
　実施例3の鋳造物品(球状黒鉛鋳鉄)のミクロ組織を実施例1と同様にして観察し、球状黒
鉛の粒径分布を実施例1と同様に評価した。観察位置は図10にEで示す部位（肉厚30 mm）
の肉厚中心近傍である。その顕微鏡写真を図11に示し、球状黒鉛の粒数N、5μm以上度数F
、5μm以上累積度数Cfa、及び逆累積度数Cfbを表6に示す。図12は表10を図示したグラフ
である。
 
【００８２】
【表１０】

【００８３】
　実施例1と同様に、表10に示す粒径分布から、実施例3の球状黒鉛鋳鉄に含まれる球状黒
鉛ついて、N(5-20)/N(5-)、N(30-)/N(5-)及び(N(5-10)-N(15-20))/N(5-10)を求めた。結
果を表12に示す。
【００８４】
　さらに、実施例1と同様に、実施例3の円相当径Dと累積粒数Ncの関係、及び円相当径Dと
累積度数Cfaとの関係を求めた。結果を表11及び図13に示す。表11から、実施例3の球状黒
鉛鋳鉄に含まれる球状黒鉛のDmax(d100)を表12に抜き出して示した。
【００８５】
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【表１１】

【００８６】

【表１２】

【００８７】
　図13は、(式1)で表される破線に加えて、(式2)：Cfa＝c・log10D＋d [ただし、c＝1.99
3、b＝-1.393]で表される一点鎖線を記載した。(式2)は、座標点(D,Cfa)＝(5,0)及び(10,
60)を通る直線であり、この直線とCfa＝100%との交点の円相当径Dの値は15.9μmである。
(式2)で表される粒径分布は、(式1)で表される粒径分布に比べてより微細な黒鉛粒の割合
が高い分布であると言える。実施例3の円相当径DとCfaとの関係により、破線で示す(式1)
より微細な黒鉛粒の割合が高い粒径分布を示す(式2)と比べてもさらに実施例3における微
細な黒鉛粒の割合が高いことが分かる。(式2)で示す一点鎖線と、実施例3のCfaの曲線と
を比較すると、実施例3は、Cfaが30%、すなわち円相当径d30程度までは(式2)にほぼ一致
し、Cfaが30～98%、すなわち円相当径d30～d98の範囲は(式2)よりもn%粒子径が小さく、C
faが99%以上で(式2)よりもn%粒子径が大きかった。
 
【００８８】
(引張試験、シャルピー衝撃試験)
　表13に実施例3の鋳放し状態における引張試験（引張強さ、0.2％耐力及び破断伸び）及
びシャルピー衝撃試験の結果を示す。
【００８９】
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【表１３】

【００９０】
　[比較例1]
　上述の実施例3に対し、送気加圧法を併用せずに重力鋳造のみで作製した比較例1の結果
を以下に示す。比較例1は送気加圧法を用いなかった以外は上記実施例3と同様の製造条件
で製造したものであり、表9に示すとおり、溶湯の成分組成は実施例3と同じである。黒鉛
粒数及び粒径の測定方法、引張試験及びシャルピー衝撃試験の方法も実施例3と同様であ
る。
【００９１】
(ミクロ組織)
　比較例1の鋳造物品(球状黒鉛鋳鉄)のミクロ組織を実施例3と同様にして観察し、球状黒
鉛の粒径分布を実施例3と同様に評価した。観察位置は実施例3と同様である。その顕微鏡
写真を図14に示し、球状黒鉛の粒数N、5μm以上度数F、5μm以上累積度数Cfa、及び逆累
積度数Cfbを表14に示す。図15は表14を図示したグラフである。
 
【００９２】

【表１４】

【００９３】
　実施例3と同様に、表14に示す粒径分布から、比較例1の球状黒鉛鋳鉄に含まれる球状黒
鉛ついて、N(5-20)/N(5-)、N(30-)/N(5-)及び(N(5-10)-N(15-20))/N(5-10)を求めた。結
果を表16に示す。
【００９４】
　さらに、実施例3と同様に、比較例1の円相当径Dと累積粒数Ncの関係、及び円相当径Dと
累積度数Cfaとの関係を求めた。結果を表15及び図16に示す。表15から、比較例1の球状黒
鉛鋳鉄に含まれる球状黒鉛のDmax(d100)を表16に抜き出して示した。
【００９５】
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【表１５】

【００９６】

【表１６】

【００９７】
　図16において、(式1)で示す破線と、比較例1のCfaの曲線とを比較すると、比較例1は、
Cfaが25%、すなわち円相当径d0～d25の範囲は(式1)よりもn%粒子径が小さいが、Cfaが25%
～100%の範囲では(式1)よりn%粒子径が大きかった。
 
【００９８】
(引張試験、シャルピー衝撃試験)
　表13に比較例1の鋳放し状態における引張試験（引張強さ、0.2％耐力及び破断伸び）及
びシャルピー衝撃試験の結果を示す。
【００９９】
［実施例4］
　本発明の好ましい実施形態として重力鋳造法に送気加圧法を併用して製造した別の他の
一例を、図表を参照しつつ説明する。
【０１００】
　実施例4は、図17に示す自動車用構造部品(ステアリングナックル)をキャビティとして
有する鋳型を使用し、鋳型の材料及び溶湯の製造方法、並びに鋳造方法及び押圧力は実施
例1と同様とした。実施例4では表17に示す成分組成を有する溶湯を使用し、また、押圧開
始時刻tp0＝6 s、押圧完了時刻tpf＝96 sであったので、押圧時間dtp＝90 sであった。共
晶凝固開始時刻tEs＝25 s、共晶凝固終了時刻tEf＝160 sであったので、共晶凝固時間dtE
＝135 sであり、共晶凝固開始後の押圧時間dtpE(＝tpf-tEs)＝71 sであった。したがって
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、実施例3の共晶凝固時間dtEに対する共晶凝固開始後の押圧時間dtpEの割合は、dtpE/dtE
＝0.526、すなわち1/1.9であった。
 
【０１０１】
【表１７】

(注)他の不純物元素を含む
【０１０２】
　実施例4の鋳造物品(球状黒鉛鋳鉄)の球状黒鉛について、粒数N、5μm以上度数F、5μm
以上累積度数Cfa、及び逆累積度数Cfbを測定した結果を表18に示す。図18は表18を図示し
たグラフである。なお粒数の測定は図17のHで示す肉厚20 mmの部位の肉厚中心近傍で行っ
た。
 
【０１０３】
【表１８】

【０１０４】
　実施例1と同様に、表18に示す粒径分布から、実施例4の球状黒鉛鋳鉄に含まれる球状黒
鉛ついて、N(5-20)/N(5-)、N(30-)/N(5-)及び(N(5-10)-N(15-20))/N(5-10)を求めた。結
果を表20に示す。
【０１０５】
　さらに、実施例1と同様に、実施例4の円相当径Dと累積粒数Ncの関係、及び円相当径Dと
累積度数Cfaとの関係を求めた。結果を表19及び図19に示す。表19から、実施例4の球状黒
鉛鋳鉄に含まれる球状黒鉛のDmax(d100)を表20に抜き出して示した。
【０１０６】
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【表１９】

【０１０７】

【表２０】

【０１０８】
　図19から、実施例4の円相当径DとCfaとの関係は、(式2)で示される粒径分布よりも微細
な黒鉛粒の割合が高いものであった。つまり、(式2)で示す一点鎖線と、実施例4のCfaの
曲線とを比較すると、実施例4は、Cfaが97%、すなわち円相当径d0～d97の範囲にわたって
(式2)よりもn%粒子径が小さく、Cfaが98%以上で(式2)よりもn%粒子径が大きかった。
【産業上の利用可能性】
【０１０９】
　本発明の球状黒鉛鋳鉄は様々な構造用部品に適用可能であるが、特に靭性に優れるので
自動車用構造部品に好適である。例えば、ステアリングナックル、クランクシャフト、サ
ポートビーム、コネクティングロッド、ブレーキボディ、ブレーキブラケット、シャック
ル、スプリングブラケット、タービンハウジング、キャリア、デフケース、エンジンマウ
ントブラケット等に適用可能である。
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